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議第 42号 

 

 

令和５年度南伊豆町漁業集落排水事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和５年度南伊豆町漁業集落排水事業会計予算は、次に定めるところに

よる。 

 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１） 水 洗 化 戸 数           509 戸 

 （２） 年 間 排 水 量         65,200 ㎥ 

 （３） 一 日 平 均 排 水 量           179 ㎥ 

 （４） 主要な建設改良事業               

     漁業集落排水整備事業（汚水）  34,500 千円 

 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

     収 入 

  第１款 漁業集落排水事業収益      99,135 千円 

   第１項 営 業 収 益      9,455 千円 

   第２項 営 業 外 収 益      89,680 千円 

 

     支 出 

  第１款 漁業集落排水事業費用      94,935 千円 

   第１項 営 業 費 用      90,192 千円 

   第２項 営 業 外 費 用      3,743 千円 

   第４項 予 備 費      1,000 千円 
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 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 14,083 千円は、引継金 208 千

円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 155 千円、当年度分損益

勘定留保資金 13,720 千円で補てんするものとする。） 

 

     収 入 

  第１款 資 本 的 収 入      52,383 千円 

   第１項 他 会 計 繰 入 金      18,017 千円 

   第２項 国 県 補 助 金      19,452 千円 

   第３項 企 業 債      10,400 千円 

   第４項 負担金及び分担金       4,514 千円 

 

     支 出 

  第１款 資 本 的 支 出      66,466 千円 

   第１項 建 設 改 良 費      47,418 千円 

   第３項 企 業 債 償 還 金      18,048 千円 

   第８項 予 備 費       1,000 千円 

 

 （特例的収入及び支出） 

第４条の２ 地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当年度に属する

債権及び債務として整理する未収金及び未払金の金額は、それぞれ 7,329 千円

及び 30,731 千円である。 

 

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり

と定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

漁業集落排水事業 10,400 千円 証書借入 政府資金は指定

利 率 そ の 他 は

2.0％以内。 

借入先の貸し付け

条件による。ただ

し、財政等の都合に
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ただし、利率見直

し方式で借り入

れる政府資金に

ついては、利率見

直しを行った後

に、当該見直し後

の利率。 

より据置期間及び

償還限度を短縮し、

もしくは繰上償還

又は低利債に借換

することができる。

なお、起債の全部又

は一部を翌年度へ

繰越して借り入れ

ることができる。 

 

 （一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、100,000 千円と定める。 

 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとお

りと定める。 

 （１） 営業費用、営業外費用及び特別損失の相互間流用 

 （２） 建設改良費及び企業債償還金の相互間流用 

 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費は、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費の金額を流用する場合は、議会の議決を経なければならな

い。 

  (１)  職員給与費         11,692 千円 

 

 （他会計からの補助金） 

第９条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、49,187 千円である。 

 

 

  令和５年２月 21日提出 

 

 

賀茂郡南伊豆町長 岡 部 克 仁 



(単位：千円)

予 定 額 備 考

１
漁業集落排水
事 業 収 益

99,135 

１ 営 業 収 益 9,455 
主たる営業活動から生ず
る収益

１
漁 業 集 落 排 水
施 設 使 用 料

9,450 漁業集落排水施設使用料

４ そ の 他 営 業 収 益 5 電柱占用料等

２ 営 業 外 収 益 89,680 
主たる営業活動以外から
生ずる収益

４ 他 会 計 補 助 金 45,315 一般会計補助金

７ 長 期 前 受 金 戻 入 44,365 
償却資産の取得または改良に
伴い交付された補助金等の減
価償却額の見合い分

収　　入

令和５年度 南伊豆町漁業集落排水事業会計予算実施計画

款 項 目

収 益 的 収 入 及 び 支 出
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(単位：千円)

予 定 額 備 考

１
漁業集落排水
事 業 費 用

94,935 

１ 営 業 費 用 90,192 
主たる営業活動に要する
費用

１ 管 渠 費 500 
管渠の維持管理に係る費
用

２ ポ ン プ 場 費 2,096 
ポンプ場の維持管理に係
る費用

３ 処 理 場 費 7,407 
処理場の維持管理に係る
費用

５ 総 係 費 21,741 
事業経営全般に関する経
費

６ 減 価 償 却 費 56,279 固定資産償却費用

７ 資 産 減 耗 費 2,169 固定資産除却費用

２ 営 業 外 費 用 3,743 
金融及び財務活動等に要
する費用

１
支払利息及び企業
債 取 扱 諸 費

2,243 
企業債利息及び一時借入
金利息

３
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

1,500 

４ 予 備 費 1,000 

１ 予 備 費 1,000 

支　　出

款 項 目
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(単位：千円)

予 定 額 備 考

１ 資 本 的 収 入 52,383 

１ 他会計繰入金 18,017 

１ 一 般 会 計 繰 入 金 18,017 
建設改良に要する一般会
計補助金

２ 国 県 補 助 金 19,452 

１ 国 県 補 助 金 19,452 
漁村整備事業に係る国県
補助金

３ 企 業 債 10,400 

１ 企 業 債 10,400 
漁村整備事業に係る企業
債

４
負担金及び
分担金

4,514 

２ 分 担 金 4,514 
漁村整備事業に係る改築
工事分担金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　入

款 項 目
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(単位：千円)

予 定 額 備 考

１ 資 本 的 支 出 66,466 

１ 建 設 改 良 費 47,418 

１
漁 業 集 落 排 水
施 設 改 良 費

47,418 
施設の建設改良に要する
経費

３ 企業債償還金 18,048 

１ 企 業 債 償 還 金 18,048 企業債の元金償還金

８ 予 備 費 1,000 

１ 予 備 費 1,000 

款 項 目

支　　出
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（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益 5,613

減価償却費 56,279

固定資産除却費 2,169

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0

賞与引当金の増減額（△は減少） 630

長期前受金戻入額 △ 44,365

受取利息及び受取配当金 0

支払利息及び企業債取扱諸費 2,243

固定資産売却損益（△は益） 0

未収金の増減額（△は増加） △ 7,687

未払金の増減額（△は減少） 7,132

小計 22,014

受取利息及び受取配当金 0

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 2,243

業務活動によるキャッシュ・フロー 19,771

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 47,093

有形固定資産の売却による収入 0

無形固定資産の取得による支出 0

無形固定資産の売却による収入 0

その他の資産の取得による支出 0

受益者負担金等による収入 4,562

国庫補助金等による収入 19,340

一般会計からの繰入金による収入 17,930

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 5,261

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 10,700

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 18,048

　その他の企業債による収入 0

　その他の企業債による支出 0

　他会計からの出資による収入 0

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 7,348

　　　資金増加額（又は減少額） 7,162

　　　資金期首残高 23,609

　　　資金期末残高 30,771

令和５年度 南伊豆町漁業集落排水事業会計

予定キャッシュ・フロー計算書

（ 令和５年４月１日から令和６年３月31日まで ）
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１　総　　括

（千円） （千円） （千円） （千円）

報 酬 給 料 賃 金 手 当 計

 2,071

（千円） （千円） （千円）

1,893  2,774

給 与 費 明 細 書　

区 分

職 員 数 給 与 費
法定福利費 合 計

特別職 一般職

合 計 0 2 0 4,893 0

  8,918
本
年
度

損益勘定
支弁職員

0 4,079 0 2,768 6,847

（人） （人）

資本勘定
支弁職員

0 1

資本勘定
支弁職員

0 1 0 814 0 67 881

3,964  11,692

前
年
度

損益勘定
支弁職員

合 計

2,835 7,728

合 計

比
 
較

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

扶 養 住 居 通 勤 管理職 時間外

比　較 

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 0 0 77 67 166

区  分
宿日直 管理職特別 児　童 期末勤勉

前 年 度

（千円） （千円）

本 年 度 0 0 0 2,525

合　計

（千円） （千円） （千円）

2,835

前 年 度

 比　較 

手 当 等 の 内 訳

区  分
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２　給料及び手当の増減額の明細書

増 減 額

（千円）

３　給料及び手当の状況

(１) 職員１人当りの給与

令和４年４月１日
現　在

平均給料月額　(円)

平均給与月額　(円)

平均年齢　　　(歳)

区 分 企 業 職

令和５年４月１日
現　在

平均給料月額　(円) 349,500

平均給与月額　(円) 371,643

平均年齢　　　(歳) 38.00

手 当

制度改正に
伴う増減分

その他の
増減分

（千円）

給 料

給与改定に
伴う増減分

昇級、昇格に
伴う増加分

その他の
増減分

区 分

増 減 事 由 別 内 訳

説 明 備　考

- 10 -  



(３) 級別職員数

（級別の標準な職務内容）

主　　事 主任主事

係　　長 主　　幹 課　　長

技　　師 主任技師

技　　師

６　級

企　業　職
(一般職と同じ)

主 事 補

区    分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級

主　　事

技 師 補

３級 1 50.0 ３級

計 2 100 計

１級 0 １級

５級 0 ５級

令和５年
４月１日

現在

６級 (1) 50.0

令和４年
４月１日

現在

６級

４級 0 ４級

２級 0 ２級

　(２) 初任給

区分 企業職 一般職

高　校　卒 158,900 158,900

企業職

級
職員数
（人）

構成比
（％）

級
職員数
（人）

構成比
（％）

大　学　卒 185,200 185,200

区分

企業職

区分
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(４) 期末手当・勤勉手当

６月 12月

本 年 度 2.200 2.200 4.40 有

前 年 度

一般職の制度 2.200 2.200 4.40 有

(５) 定年退職及び早期退職募集制度に係る退職手当

(月分) (月分) (月分) (月分)

(６) その他の手当

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同

区　　　　　分 一般会計の制度と異同 差異の内容

扶　養　手　当 同

一般職の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709 同　　上

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期
退職特例措置

(３％～45％加算)

区　　分

20年
勤続の者

25年
勤続の者

35年
勤続の者

最高限度 その他の
加算措置

備考

区　　分
支給期別支給率 支給率

合計
（月計）

職制上の段
階、職務の級
等による加算

措置

備　　　考
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（単位：千円）

１．固　定　資　産

（1）

イ 1,503 

ロ 176,247 

△ 8,485 167,762 

ハ 670,180 

△ 23,311 646,869 

ニ 314,992 

△ 24,483 290,509 

ホ 0

0 0

ヘ 0

0 0

ト 0

1,106,643 

（2）

イ 0

0

（3）

イ 0

ロ 0

0

1,106,643 

２．流　動　資　産

（1） 30,771 

（2） 15,014 

0

（3）

45,785 

1,152,429 

資 産 の 部

（令和６年３月31日現在）

令和５年度 南伊豆町漁業集落排水事業会計予定貸借対照表

土 地

有 形 固 定 資 産

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 輌 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無形固定資産合計

投 資 そ の 他 の 資 産

基 金

長 期 貸 付 金

投 資 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

前 払 費 用
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３．固　定　負　債

（1）

イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 134,183 

ロ 0 

134,183 

134,183 

４．流　動　負　債

（1）

イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 16,482 

ロ 0 

16,482 

（2） 37,862 

（3）

イ 630 

630 

（4） 0 54,973 

５．繰　延　収　益

（1） 905,496 

（2） △ 44,365 

861,131 

1,050,288 

６．資　本　金

（1）

イ 95,025 

ロ 0 

95,025 

95,025 

７．剰　余　金

（1）

イ 1,503 

1,503 

（2）

イ 5,613 

ロ 0 

5,613 

7,116 

102,141 

1,152,429 

負 債 の 部

資 本 の 部

企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

自 己 資 本 金

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金

県 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

前年度繰越利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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　1．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　 令和５年度より，地方公営企業会計基準を適用して財務諸表等を作成している。

（１） 固定資産の減価償却の方法

　イ　有形固定資産

　　定額法

　　主な耐用年数

　　　建物 15年～50年

　　　構築物 10年～50年

　　　機械及び装置 10年～20年

（２）引当金の計上方法

　イ　退職給付引当金

　　退職手当組合に加入しており、当該組合に負担金を拠出し積立金の不足等に応じて

　発生する追加的な費用は、一般会計において措置するため計上しない。

　ロ　賞与引当金

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に

　基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　ハ　法定福利費引当金

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末にお

　ける支出見込額に額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

（３）消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

重要な会計方針及び財務諸表注記
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２．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

　　　間接法による。

（１）重要な非資金取引

　イ　現物出資の受入による資産の取得

　　該当事項無し。

　ロ　資産の交換

　　該当事項無し。

　ハ　ファイナンス・リース取引による資産の取得

　　該当事項無し。

　ニ　ＰＦＩ契約等による資産の取得

　　該当事項無し。

３．予定貸借対照表等に関する注記

（１） 資産が担保に提供されている場合

　　該当事項無し。

（２） 企業債の償還に要する資金の全部または一部を、一般会計または他の特別会計におい

　　　て負担している場合、貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から

　　　起算して１年以内に償還の者を含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額

　　　は150,665,117円である。

（３） 保証債務、重要な係争事件に係る損害賠償義務その他これらに準ずる債務

　　該当事項無し。

４．セグメント情報に関する注記

     報告セグメントが1つのため、記載を省略している。

５．減損損失に関する注記

（１） 減損の兆候について

　イ　固定資産のグループ化の方法

　　漁業集落排水事業に使用している固定資産については、すべての固定資産が一体と

　なってキャッシュ・フローを生成していることから、全体を１つの固定資産グループ

　としている。

　ロ　認められた減損の兆候の概要

　　減損の兆候は認められなかった。

　ハ　減損損失を認識するに至らなかった理由

　　該当事項無し。
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６．リース契約により使用する固定資産に関する注記

      該当事項無し。

７．重要な後発事象に関する注記

      該当事項無し。

８．その他の注記

      該当事項無し。
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（単位：千円）

１

（１） 8,591 

（２） 5 8,596 

２

（１） 455 

（２） 1,905 

（３） 6,734 

（４） 20,045 

（５） 56,279 

（６） 2,169 

（７） 0 87,587 

△ 78,991 

３

（１） 0 

（２） 0 

（３） 45,315 

（４） 44,365 

（５） 0 89,680 

４

（１） 2,243 

（２） 2,834 5,077 84,604 

5,613 

５

（１） 0 0 

６

（１） 0 

（２） 0 0 0 

７ 0 0 0 

5,613 

0 

5,613 

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

そ の 他 雑 収 益

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

経 常 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

特 別 利 益

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

予 備 費

営 業 損 失

総 係 費

減 価 償 却 費

令和５年度 南伊豆町漁業集落排水事業会計予定損益計算書

漁業集落排水施設使用料

そ の 他 営 業 収 益

管 渠 費

（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで）

営 業 費 用

営 業 収 益

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費
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（単位：千円）

１．

（1）

イ 1,503 

ロ 173,065 

0 173,065 

ハ 670,180 

0 670,180 

ニ 273,251 

0 273,251 

ホ 0 

0 0 

ヘ 0 

0 0 

ト 0 

1,117,999 

（2）

イ 0

0 

（3）

イ 0

ロ 0

0 

1,117,999 

２．

（1） 23,609 

（2） 7,327 

0 

（3） 0 

30,938 

1,148,936 

（令和５年４月１日現在）

資 産 の 部

令和５年度 南伊豆町漁業集落排水事業会計予定開始貸借対照表

固　定　資　産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 輌 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無形固定資産合計

投 資 そ の 他 の 資 産

基 金

そ の 他 投 資

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

流　動　資　産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３．

（1）

イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 139,965 

ロ 0 

139,965 

139,965 

４．流　動　負　債

（1）

イ 建設改良等の財源に充てるための企業債 18,048 

ロ 0 

18,048 

（2） 30,730 

（3）

イ 0 

0 

（4） 0 

48,778 

５．繰　延　収　益

（1） 863,665 

（2） 0 

863,665 

1,052,408 

６．資　本　金

（1）

イ 95,025 

ロ 0 

95,025 

95,025 

７．剰　余　金

（1）

イ 1,503 

1,503 

（2）

イ

ロ 0 

0 

1,503 

96,528 

1,148,936 

負 債 の 部

資 本 の 部

固　定　負　債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

自 己 資 本 金

固 有 資 本 金

繰 入 資 本 金

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金

県 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

前年度繰越利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計
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令 和 ５ 年 度

南伊豆町漁業集落排水事業会計

予 算 実 施 計 画 明 細 書



収　　入

１ 99,135

営 業 収 益 9,455

１ 漁 業 集 落 排 水 施 設 使 用 料 9,450

４ そ の 他 営 業 収 益 5

営 業 外 収 益 89,680

４ 他 会 計 補 助 金 45,315

７ 長 期 前 受 金 戻 入 44,365

漁業集落排水事業収益

１

２

収 益 的 収 入 及 び 支 出

令和５年度 南伊豆町漁業集落排水事業会計予算実施計画明細書

款　・　項 目 当年度予定額
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（単位：千円）

金 額

１ 漁業集落排水施設使用料 9,450 漁業集落排水施設使用料

１ 手 数 料 3 督促手数料

６ 雑 収 入 2 電柱占用料

１ 他 会 計 補 助 金 45,315 一般会計補助金

１ 国 庫 補 助 金 戻 入 5,864 国庫補助金の減価償却見合い分

２ 県 補 助 金 戻 入 31,508 県補助金の減価償却見合い分

４ 工 事 負 担 金 戻 入 5,072 工事負担金の減価償却見合い分

５ 他 会 計 補 助 金 戻 入 1,921 一般会計補助金の減価償却見合い分

節 附 記

明 細
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支　　出

１ 94,935

営 業 費 用 90,192

１ 管 渠 費 500

２ ポ ン プ 場 費 2,096

３ 処 理 場 費 7,407

５ 総 係 費 21,741

当年度予定額

１

款　・　項

漁業集落排水事業費用

目
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（単位：千円）

金 額

17 工 事 請 負 費 500 管渠維持工事費

11 通 信 運 搬 費 150 非常通報装置利用料

12 委 託 料 300 電気工作物保安点検

17 工 事 請 負 費 500 ポンプ場維持工事費

21 動 力 費 1,146 中継ポンプ場電気料

11 通 信 運 搬 費 160 監視システム利用料

電気工作物保安点検 218  

火災報知器点検 50  

13 賃 借 料 8 供架料

17 工 事 請 負 費 500 処理場維持工事費

21 動 力 費 6,471 処理場電気料

１ 給 料 814 職員１名分給料

２ 手 当 等 67 管理職手当

共済組合負担金 1,770  

職員退職手当組合負担金 123  

６ 旅 費 21 普通旅費

８ 備 消 耗 品 費 50 処理場記録用紙等

９ 燃 料 費 20 車両燃料費

10 光 熱 水 費 180 水道料金

11 通 信 運 搬 費 30 郵便料他

漁業集落排水施設維持管理業務

施設使用料等検針収納業務

その他委託料

電算システムリース料 534  

駐車場使用料 3  

22 会 費 負 担 金 150 その他会費負担金等

25 保 険 料 160 建物災害共済分担金

26 印 刷 製 本 費 2 口座振替依頼書印刷費等

明 細

附 記節

賃 借 料13 537

委 託 料 26812

法 定 福 利 費５ 1,893

17,817委 託 料12
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６ 減 価 償 却 費 56,279

７ 資 産 減 耗 費 2,169

営 業 外 費 用 3,743

１ 2,243

３ 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 1,500

予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000

款　・　項 目 当年度予定額

２

４

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費
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（単位：千円）

金 額

40 有形固定資産減価償却費 56,279 有形固定資産減価償却費

42 固 定 資 産 除 却 費 2,169 固定資産除却費

財政融資資金利息 1,586  

金融機構資金利息 657  

51 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 1,500 納付に係る消費税関係

70 予 備 費 1,000

明 細

節 附 記

2,243企 業 債 利 息46
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収　　入

１ 52,383

他 会 計 繰 入 金 18,017

１ 一 般 会 計 繰 入 金 18,017

国 県 補 助 金 19,452

１ 国 県 補 助 金 19,452

企 業 債 10,400

１ 企 業 債 10,400

負 担 金 及 び 分 担 金 4,514

２ 分 担 金 4,514

４

資 本 的 収 入

１

２

３

款　・　項 目 当年度予定額

資 本 的 収 入 及 び 支 出
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（単位：千円）

金 額

１ 一 般 会 計 繰 入 金 18,017 一般会計補助金

漁村整備事業補助金 16,250

静岡県漁業基盤整備事業補助金 3,202

１ 企 業 債 10,400 金融機構資金

１ 改 築 工 事 分 担 金 4,514 改築工事分担金

国 県 補 助 金 19,452１

節

明 細

附 記
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支　　出

１ 66,466

建 設 改 良 費 47,418

１ 漁 業 集 落 排 水 施 設 改 良 費 47,418

企 業 債 償 還 金 18,048

１ 企 業 債 償 還 金 18,048

予 備 費 1,000

１ 予 備 費 1,000

資 本 的 支 出

１

３

８

款　・　項 目 当年度予定額
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（単位：千円）

金 額

１ 給 料 4,079 職員１名分給料

２ 手 当 等 2,242 通勤・期末勤勉手当等

共済組合負担金 1,355  

退職手当組合負担金 612  

17 工 事 請 負 費 38,500 漁業集落排水施設改築工事等

37 法定福利費引当金繰入額 104 法定福利費引当金

38 賞 与 引 当 金 繰 入 額 526 賞与引当金

財政融資資金元金 12,338  

金融機構資金元金 5,710  

70 予 備 費 1,000

18,048

明 細

附 記

法 定 福 利 費 1,967５

62

節

企 業 債 償 還 金
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